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Ⅰ．経営理念

　　ＮＥＸＣＯ東日本は、高速道路の効果を最大限発揮させることにより、地域社会の
　　発展と暮らしの向上を支え、日本経済全体の活性化に貢献します。

高速道路の効果高速道路の効果

地域社会の発展地域社会の発展

暮らしの向上暮らしの向上

日本経済全体
の活性化

日本経済全体
の活性化



3

Ⅱ．経営ビジョン

　　　
　　　

社会から信頼される
企業を目指します。

社会から信頼される
企業を目指します。

社　会

　お客様にご満足を
　お届けする企業を
　目指します。

　お客様にご満足を
　お届けする企業を
　目指します。

社員ひとりひとりが
「やりがい」を実感できる
企業を目指します。

社員ひとりひとりが
「やりがい」を実感できる
企業を目指します。

社　員

お客様

　　明確な経営責任の
　　もと投資家の皆様の
　　期待にお応えする
　　企業を目指します。

　　明確な経営責任の
　　もと投資家の皆様の
　　期待にお応えする
　　企業を目指します。

投資家
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Ⅲ．経営方針

　お客様を第一に考え、安全・安心・快適・便利を向上させます。

　公正で透明な企業活動のもと、技術とノウハウを発揮して社会に貢献するとともに、
　的確な企業情報の発信を行います。

　終わりなき効率化を追求するとともに、経営資源を最適に活用することにより、　
　お客様サービスと企業価値を向上させ、健全な経営を行います。

　社員各自の努力とその成果を重視し、チャレンジ精神を大切にします。

　ＮＥＸＣＯ東日本は、上記の視点に立って２０１０年度までの中期経営計画を策定し、
民間企業として自立した経営を行うため、自らの経営判断と責任により、財務体質を
適正に維持しつつ、経営基盤の確立を図ってまいります。
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Ⅳ．中期経営計画

　Ⅳ－１．基本方針
　　

　　　　２００６年度から２０１０年度までを『経営基盤を確立する期間』として位置付け、
　　　以下の取組みを確実に実行します。

　　　　■目標管理制度の導入
　　　　　　目標管理制度を導入し、経営目標の実現に向けた経営マネジメントシステムを構築　　　　　

　　　　　　　　します。

　　　　■新人事制度の導入
　　　　　　民間会社にふさわしい新人事制度を導入し、社員のやりがいと会社の業績向上の　　　　　　

　　　　　　　　両立を目指します。

　　　　■組織体制の再編

　　　　　　　現場重視の経営を基本とした効率的な組織体制を構築します。

　　　　■グループ経営の確立

　　　　　　　グループ企業価値の最大化に向け、グループ経営を確立します。

　　　　■ＩＴマネジメントの確立

　　　　　　　ＩＴマネジメントを確立し、ＩＴ基盤の効率化、全社最適化を図ります。
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財務目標（連結）

Ⅳ－２．経営目標

５５億円

３２億円

２３億円

１４億円

経常利益

当期純利益
全社計

５５億円２３億円経常利益
ＳＡ・ＰＡ事業

新規事業

６，０８６億円（５年間累計）

６，０８６億円（　　　〃 　　）

　　　　　　　０（　　　〃 　　）

３１７億円

３１７億円

０

道路資産完成高

道路資産完成原価

経常利益

道路建設事業

１，５８８億円（５年間累計）

１，５８８億円（　　　〃 　　）

　　　　　　　０（　　　〃 　　）

３９５億円

３９５億円

０

道路資産完成高

道路資産完成原価

経常利益

７，６５０億円

５，６１０億円

２，０４０億円

０

７，１１９億円

５，２６８億円

１，８５１億円

０

料金収入

道路資産賃借料

管理費用等

経常利益道路管理事業

２０１０年度目標２００６年度見込
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事業別主要目標

３，６０９ｋｍ３，３８８ｋｍ道路管理延長道路管理延長

７３％６８％ＥＴＣ利用率ＥＴＣ普及促進

新規事業

１００％８２％橋脚耐震補強率耐震強化

安全性向上 ６８％５５％高機能舗装率

３６ｋｍ

２７４ｋｍ

440

万台時間／年

１，７４５億円

（割引前収入の
約19.4％）

２０１０年度目標２００６年度見込　　　　　項　目

数　値　目　標　等

・ドライブ支援サイトの開設

・会員カードサービスの開始

・コンビニ・専門店の積極導入

・新規エリアの設置

・農産物等の地域特産物の販売

（５年間累計）

（５年間累計）

446

万台時間／年

１，５４３億円

（割引前収入の
約18.5％）

内容事業

料金割引額ＥＴＣを活用した料金割引

道路管理事業

４車線化完成延長

新規開通延長

（主要な取組み）新規事業の利益増

渋滞損失時間渋滞対策

（主要な取組み）ＳＡ・ＰＡの利益増ＳＡ・ＰＡ事業

高速道路ネットワークの整備道路建設事業
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Ⅳ－３．事業別の取組み
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道路管理事業（その１）

積雪寒冷地を広範囲にかかえる中、冬期においても安心してご利用いただける道路を目指すなど、
安全で円滑な道路交通を確保するとともに、ETCを活用した弾力的な料金設定など多様なサービ
スを提供し、効率的で使いやすく地域に貢献できる道路管理を目指します。

１．安全で円滑な道路交通を確保します。

365日、24時間きめ細かな道路管理

　○お客さまに安心してご利用いただけるよう、路面
　　や橋梁、トンネル、施設設備などの維持・点検に
　　努めます。

　○路上工事による車線規制を減らし、交通の円滑
　　化及び渋滞の減少を目指します。　

お客様に満足いただける道路管理

　○地域性や路線特性を考慮した顧客満足度（ＣＳ）
　　調査を実施・分析し、維持管理事業との関連性
　　を効果検証し、ＣＳ向上に努めます。　

■毎日安心してご利用いただけるよう、
道路のきめ細かな日常管理を行います。

《構造物の点検作業》 《路上障害物処理作業》 《交通管制業務》

●ＣＳ調査により、現状分析と業務への反映

毎年度、維持管理事業に関するＣＳ調査（Ｗｅｂ調査）を実施し、ＣＳの現状把握と分析を
行っていきます。例えば、走行信頼性ＣＳでは、2004年度と2005年度の比較において、
「料金所ブースの数の満足度」が０．２ポイント上昇しました。これは、ＥＴＣレーンの整備やＥ
ＴＣ利用率の増加により、主な料金所の渋滞が大幅に緩和したことが満足度を上げた要因
と考えられます。

《ＥＴＣレーンの整備状況》

《事例：2005年度ＣＳ調査結果より、走行信頼性ＣＳに関する結果》
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道路管理事業（その２）

高機能舗装率

　　　　　５５％　　　⇒　　　６８％

　○雨天時の走行環境を向上させるために高機能舗装化を
　　進めます。

強化型防護柵整備率

　　　　　８０％　　　⇒　　　９６％

　○中央分離帯の防護柵を強化型に整備し、重大事故を　
　　防止します。

効果的な安全対策

　○暫定２車線区間の車線逸脱防止対策を推進します。　　
　○夜間の安全対策や脇見運転の防止対策を推進します。
　○逆走防止対策を推進します。　　　　　

大型動物侵入対策　

　○大型の動物が高速道路に侵入するのを防止します。　

■道路の走行環境の向上を図るため、交通安全対策や舗装の高機能化を推進します。

《高機能舗装》 《強化型防護柵》

《暫定２車線区間の車線逸脱
防止対策の凹凸型路面表示》

《逆走防止の矢印路面表示 》 《大型動物侵入防止対策 》

《夜間事故対策の自発光ﾃﾞﾘﾆｴｰﾀｰ 》
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道路管理事業（その３）

冬期の交通確保

　○冬期間の気象変化に対しても極力交通を確保する
　　よう、地域・気象特性に即した雪氷作業を行います。

　○降雪時の走行性向上のため、防雪柵の設置など、
　　視程障害防止対策を進めます。

効率的かつ的確な雪氷対策作業

　○気象観測に基づく路面温度等の予測精度を向上さ
　　せ、適時適切な雪氷作業を行います。　

　○効率的かつ的確な雪氷対策作業を実施するため　
　　ＩＴ技術等を活用した新技術開発を推進します。

《道路特性に応じた雪氷作業》 《防雪柵》

■雪に強い道路を目指すため、雪氷作業や雪氷対策設備の充実を図ります。

●雪氷対策の新技術開発事例

《雪氷車両運行システムのイメージ図》

《路面情報測定車》

・路面情報測定車

路温計、気温計、塩分濃度計等の各種センサーを
取付けた車両を開発しました。路面状況のリアルタ
イムデータを収集し、雪氷指令室へ自動送信するこ
とができます。また、雪氷車両にこのセンサーを取り
付けることにより、リアルタイムデータを基に自動的に

適切な凍結防止剤散布量を判断し、散布します。

・雪氷車両運行システム

GPSの活用により各雪氷作業車両の位置をリア
ルタイムに把握し、迅速かつ効率的に作業指示
を行うための支援システムです。作業記録デー
タを逐次パソコンに取り込みデータベース化する
ことにより、業務の効率化も図れます。

《冬期走行支援としての
自発光ｽﾉｰﾎﾟｰﾙ 》
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道路管理事業（その４）

本線渋滞損失時間

　４４６万台時間/年 ⇒　４４０万台時間/年

　○渋滞時速度回復情報や渋滞予測情報の提供を実
　　施するなど、渋滞緩和に努めます。また、関越道　花
　　園IC付近他の渋滞箇所について付加車線設置等の
　　事業を行います。　　

道路情報提供の充実

　○リアルタイムで詳細な道路情報を提供します。　　

■道路の定時性を確保するため、渋滞対策の推進や道路情報提供の充実を図ります。

  

基
礎 

橋
脚
柱 

上
部
工 

補強鉄筋 

巻立てコンクリート 

●耐震補強工事

2005年度に国と都道府県及び高速道路会社が連携して、兵庫県南部
地震と同程度の地震動に対して落橋等の甚大な被害を防止するため
の「緊急輸送道路の橋梁耐震補強３箇年プログラム」を策定しました。

《橋脚の耐震補強》

渋滞先頭進行方向
○○○ｍ先

渋滞終了
速度回復

願います

①渋滞先頭より300～1km程度手前

　『渋滞終了』をお知らせする表示

②渋滞先頭付近

　『速度回復』をお願いする表示

サグ部

①　『渋滞終了』をお知らせする表示 ②『速度回復』をお願いする表示

サグ部や上り坂では、無意識
のうちに速度が低下することに
よる渋滞が発生します。　

　⇒この対策として、渋滞の先
頭付近で速度回復をお願い
する情報を提供することにより、
渋滞の発生を抑制します。ま
た、渋滞発生時においても走
行速度が未対策時より向上し、
渋滞が緩和されるものです。

●渋滞緩和対策事例　「ＬＥＤ標識を用いた速度回復情報提供によるサグ
部等での渋滞緩和」

橋脚補強完了率

　　　　　８２％　　⇒　　１００％

　○阪神淡路大震災クラスの大地震にも耐えられるよう、
　　対策が必要な橋梁の補強を行います。

■災害に強い道路ネットワークを構築するため、橋梁の耐震補強などの防災対策を推進します。
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道路管理事業（その５）

２．ＥＴＣを活用した弾力的な料金設定など、多様なサービスを提供します。

料金企画割引

　・ETCを活用し、期間や地域を限定した料金割引を実
　施するなどし、お客さまサービスの向上に努めます。

ＥＴＣ利用促進とサービス向上

　ＥＴＣ利用率　６８％　⇒　７３％

　停止処理率※　０．２１％　⇒　０．１６％
　・ETCレーンを増設します（約110ﾚｰﾝ）。

　・ＥＴＣカード未挿入をお知らせするアンテナの設置を　
　推進します。

■ＥＴＣを活用した料金企画割引などの料金サービスの展開、ETC諸設備の整備などサービス　
　向上に努めます。　

《お知らせアンテナの整備効果》

２００６年夏期に、北海道
内の高速道路が週末３日
間乗り放題となる料金割引
を実施しました。

　　

●料金企画割引事例

※カード挿し忘れ等のトラブルにより、ＥＴＣ車が専用レーンで
停止、ノンストップ走行できない割合をいいます

ETCレーン停止処理率の改善例
（関東地区主要料金所）

0.0%

0.1%

0.2%

整備前 整備後

約５割の減少

『北海道　ETC夏トクふりーぱす』　

ETC利用率の推移

6%

17%

33%

55%

0%

20%

40%

60%

80%

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

68%（目標値）
73%（目標値）

（年度末）
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道路管理事業（その６）
３．トータルコストを削減し、効率的な道路管理に取り組みます。

総合保全マネジメントの本格運用

○総合保全マネジメントを本格化し、次の事項に取り組み　　
　ます。

　①資産の長期健全性とライフサイクルコストの最小化を目　
　　指した「アセットマネジメント」の推進

　②適時適切な維持修繕による望ましい「管理水準」の追求

　③客観的・体系的な意思決定を行う業務プロセスの構築　

新技術の積極的採用
○新技術・新工法の採用による効率的な道路管理によりコ　
　スト削減に努めます。

　事例）点検・計測の高度化により業務の高速化、精度向上
　　　　を図り、点検コストを削減しています。

　①レーザーや最新のＣＣＤカメラを利用した高速クラック　　
　　計測器の導入

　②デジタルカメラの画像により、のり面変位計測を実施

■適切な管理水準の検討・実施、ライフサイクルコストの最小化を図るマネジメント手法の定着、
　新技術の開発など効率的な道路管理を行います。

健全度：経年により構造物の健全度が劣化
　　　　　補修により健全度を確保

コスト：評価期間におけるコストの総合計

ケース１を選択 例えば、
　ケース１：計画的（予防的）な修繕
　ケース２：対処療法的な修繕

ケース１

ケース２

大規模
な補修

小規模
な補修

小規模
な補修

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ３ 経年

評価期間

ケース１

ケース２

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ３ 経年

評価期間

ライフサイクルコスト

ケース１＜ケース２

健
全
度

累
計
コ
ス
ト

ライフサイクルコスト

ケース１＜ケース２

健全度：経年により構造物の健全度が劣化
　　　　　補修により健全度を確保

コスト：評価期間におけるコストの総合計

ケース１を選択 例えば、
　ケース１：計画的（予防的）な修繕
　ケース２：対処療法的な修繕

ケース１

ケース２

大規模
な補修

小規模
な補修

小規模
な補修

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ３ 経年

評価期間

ケース１

ケース２

Ｔ１ Ｔ２ Ｔ３ 経年

評価期間

ライフサイクルコスト

ケース１＜ケース２

健
全
度

累
計
コ
ス
ト

ライフサイクルコスト

ケース１＜ケース２

《ライフサイクルコスト最小化のイメージ》

《高速クラック計測車による計測状況》

★この場合、ライフサイルコストが小さい、小規模な補修を短サ
イクルで行う「ケース１」を採択するものです。

《デジタルカメラを用いたのり面　　
変位計測のイメージ図》
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道路管理事業（その７）

４．道路管理におけるリスクマネジメントを適切に実施します。

不正通行対策

○不正通行対策本部を設置し、会社をあげて「不正通行は
　許さない」という姿勢で対策に取り組みます。

　①不正通行者を特定するための対策用カメラ等の増設

　②警察への通報、捜査への積極的な協力

○法令違反車両の取締りを行います。

■不正通行対策を徹底します。

《法令違反車両取締業務の状況 》

■緊急時も迅速・適切に対応できるよう、危機管理を強化します。　

災害への迅速な対応

○大規模災害時にも道路の早期復旧に努め、高速道路が　
　緊急輸送道路として迅速かつ円滑に機能するよう努めます。

危機管理体制の強化

○国や地方自治体との連携を強化し、またマニュアルの整　
　備や適切な防災訓練を実施するなど、危機管理体制を強
　化します。

●新潟県中越地震時の状況

《被災直後の状況》

★発災後から
約１９時間で
緊急車両の
通行車線を
確保しました

★発災後から約１００
時間で緊急車両が迅
速かつ円滑に走行可
能な通行車線を確保
しました

《一般レーンの開閉バー設置 》
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道路管理事業の計数目標

5,6105,5545,4225,3305,268道路資産賃借料

2,0401,9201,9061,8921,851管理費用等

7,6507,4747,3287,2227,119料金収入

20102009200820072006（億円、消費税抜）

158

2010

834155180203138
投資計画

（会社資産）

累計2009200820072006（億円、消費税込）

道路管理事業（その８）
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道路建設事業（その１）

１．地域の発展と暮らしの向上に貢献する高速道路ネットワークを整備します。

高速道路ネットワークの機能向上のため、４車線化を進め
　ます。

　　　○４車線化完成延長 ： ３６㎞　　　　　　　　　
　　　○道路資産完成高　 ： ４６９億円

インターチェンジやジャンクション等の設置や改築を行い、
　利便性を向上させます。

　　　○ＩＣ・JCTの追加・改築 ： １３箇所
　　　○ＳＡ・ＰＡの追加・改築 :  ５箇所
　　　○道路資産完成高　 ： ８２３億円
　　　○スマートＩＣの本格実施： 社会実験結果を踏まえ、条件が整っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 た箇所より本格実施していきます。
　　　　　　　　　　　 （2006年10月より、１１箇所本格実施）

高速道路の整備を計画的かつ重点的に行い、 高速道路
　ネットワークを形成していきます。
　　　○新規供用延長　 ： ２７４㎞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　○道路資産完成高 ： ４，７９４億円　　

凡　例

供用中　高速道路

2006～2010年度　完成予定

※実線：供用中
　 破線：事業中

2011年度以降　完成予定

他事業者による担当路線

北海道横断道
占冠～十勝清水(47㎞)

北海道縦貫道
落部～国縫(38㎞)

日沿道
中条～荒川(10㎞)

常磐道
山元～亘理(12㎞)

北関東道
宇都宮上三川～友部(41㎞)

北関東道
伊勢崎～太田(16㎞)

圏央道
八王子JCT～あきる野(0.4㎞)

圏央道
鶴ヶ島JCT～桶川JCT(14㎞)
菖蒲白岡～久喜白岡JCT(3㎞)

圏央道
つくば～つくばJCT(4㎞)
つくば牛久～江戸崎(18㎞)

館山道
君津～富津中央(9㎞)

横浜横須賀道
馬堀海岸～佐原(4㎞)

圏央道
東金ＩＣ・JCT～木更津JCT(50㎞)

磐越道
いわきJCT～いわき三和
差塩PA～郡山東
(４車線化)

上信越道
豊田飯山～信濃町
(４車線化)

東関東道
茨城南～茨城JCT(8㎞)

※ IC・JCT名は仮称を含む

地域の発展と暮らしの向上に貢献する、環境に配慮した信頼性の高い高速道路ネットワーク
を効率的に建設します。

■計画的かつ重点的なネットワークの整備

■ネットワーク機能の向上・強化
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道路建設事業（その２）

動物の移動経路の確保や貴重植物の移植など、自然環境に及ぼす影
　響を、回避、低減、または代償する措置を講ずることにより、地域の自然
　を保全します。

周辺地域に見られる樹木の植栽など、周辺の自然環境に調和した整　
　備を行うことにより、動植物の生息・生育空間を創出します。

遮音壁の設置など、沿道の生活環境保全に必要な環境対策を実施し
　ます。

沿道景観と調和し、公共性、永続性に配慮した道路構造物のデザイン
　を行います。

ＣＯ2の吸収・固定などの地球温暖化防止に資するため、盛土のり面の
　樹林化を図ります。

循環型社会の形成に資するため、建設発生土、コンクリート塊、アスファ
　ルトコンクリート塊などの建設副産物のリサイクル及び再生資源・環境物
　品など、環境負荷の少ない材料の調達を推進します。

２．環境に配慮した高速道路を整備します。

遮音壁の設置と沿道の緑化

盛土のり面の樹林化 建設副産物のリサイクル

ビオトープの整備

■沿道の生活環境や景観に配慮した道路づくりの推進

■エコロード（自然環境に配慮した道路づくり）の推進

■地球温暖化防止と循環型社会形成への貢献
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道路建設事業（その３）
３．建設事業マネジメントの確立、新たな調達方式などにより、コスト削減と品質の向上を目指します。

Ａｃｔｉｏｎ

評価結果を改
善策に反映

Ｐｌａｎ

計画的かつ効率
的な建設のため
の目標設定　

Ｄｏ

事業の実施　　

　

Ｃｈｅｃｋ

達成度の評価

総合評価落札方式の適用拡大
総合評価落札方式の適用拡大

民営化のメリットを生かした

　　　　　「契約方式」の取り組み
民営化のメリットを生かした

　　　　　「契約方式」の取り組み

資材の直接調達の取り組み
資材の直接調達の取り組み

より確実で効率的な

　　　　　工事管理手法の確立
より確実で効率的な

　　　　　工事管理手法の確立

《非破壊検査による品質管理検査》《非破壊検査による品質管理検査》

○建設コスト　　　　　　　
○事業スピード　　　　　
○品質管理・安全管理

○新たな入札・契
　約方式の採用　
○新技術、新工法
　の導入

■質の高い高速道路を計画的かつ重点的に建設するため、建設コスト・事業スピード・品質管理・安全管
　理などについて明確な目標を設定し（Ｐｌａｎ）、事業を実施（Ｄｏ）、達成度の評価（Ｃｈｅｃｋ）を改善策に　
　反映（Ａｃｔｉｏｎ）する建設事業のマネジメントを確立します。

■調達方式や工事管理手法の改善を図り、建設コスト・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の削減、品質の確保
　についても積極的に取り組み、インセンティブ助成の獲得にチャレンジします。
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道路建設事業（その４）

道路建設事業の計数目標

502300
ＳＡ・ＰＡの追加・
改築（箇所）

1342232
ＩＣ・ＪＣＴの追加・
改築（箇所）

274539135544１新規供用

４車線化

開通延長（ｋｍ）

360141165

1,038

2010

6,0862,1691,2581,304317
道路資産完成高

（億円・消費税抜）

累計2009200820072006
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道路受託事業

技術とノウハウを活かし、国及び地方公共団体等の事業に貢献します。

■国と地方の負担による新たな高速道路の整備手法である新直轄方式
　に、会社の技術とノウハウを活かし事業推進へ貢献します。

■新直轄方式への貢献区間（２００６年度）

温海～鶴岡JCT 日本海沿岸東北自動車道

佐久南～佐久JCT中部横断自動車道

福島JCT～米沢北東北中央自動車道

東根～尾花沢東北中央自動車道

遠野～東和東北横断自動車道

大館北～小坂JCT日本海沿岸東北自動車道

本荘～岩城日本海沿岸東北自動車道

荒川～朝日日本海沿岸東北自動車道

本別～阿寒北海道横断自動車道

区間路線名

打合せ状況

　　　　　中部横断道　佐久南IC～佐久JCT　　　　
　　　　　　　　

トンネル切羽状況確認

凡　例

営業中
建設中

新直轄方式の協力区間

本別
阿寒

小坂

大館北

本荘

岩城 東和

遠野

東根

尾花沢

福島

米沢北

鶴岡
温海

朝日荒川

佐久

佐久南
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SA・PA事業（その１）

サービス水準の向上と多機能化により、お客様にご満足を提供するとともに、収益の拡大を
目指します。

■地域の特性を活かしたよりよいサービスをお届けします。

お客様の多様なニーズに応える商品・サービス
の提供

お客様の多様なニーズに応える商品・サービス
の提供

地元料理の提供を促進

特色ある地域土産品の提供

農水産物等の地域特産品の販売強化

情報発信・販売促進の強化

地域との連携強化

○「ハイウェイウォ－カー」の発行等により、売上の拡大を目指し　　
　ます。

○２０１０年度までに３０箇所程度での展開を目指します。

○その地域ならではの味が楽しめる個性的な飲食店の導入を
　目指します。

○その地域ならではの特色のある土産品の提供に努めます。

○地域との連携を強化し、幅広い周辺観光情報の提供等を行　　
　います。

地元料理・土産品の販売例
　　　～（左）上河内SA（下り）、（右）上里SA（上り）～　　　

SA・PA情報満載!!のフリーマガジン「ハイウェイウォ－カー」
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SA・PA事業（その２）

■事業環境の変化に柔軟に対応し、前向きに店舗を展開します。

お客様ニーズ・地域特性・市場動向等を踏ま
えた最適な施設配置の実現

お客様ニーズ・地域特性・市場動向等を踏ま
えた最適な施設配置の実現

新規エリアの設置（含：建替改良）

○次のエリアに商業施設を７箇所配置します。

　・京葉道路　幕張PA（上・下）　〔建替〕

　・圏央道　　 狭山PA（上・下）

　・北関東道　伊勢崎PA（上・下）

　・北関東道　笠間PA（集約）

○２０１０年度までに１０箇所程度での実施を目指します。

　　京葉道路　新・幕張PA（上）内観イメージ　　

SA・PA建物のリニューアル実施

　　京葉道路　新・幕張PA（下）外観イメージ　　
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SA・PA事業（その３）

■事業環境の変化に柔軟に対応し、効率的な事業運営に努めます。

コンビニ・専門店の導入

○現状の７箇所を２００６年度末までに１４箇所に拡大し、　
　以降、毎年６～７箇所の導入を目指します。

○個性的な専門店の積極的な導入を目指します。

運営委託店舗の運営効率化

７箇所
津軽SA（上）・西仙北SA（下）・阿賀野川SA（下）・関本
PA（下）・日立中央PA（上・下） ・山谷ＰＡ（下）

箇所数２００６年度導入予定箇所

コンビニ導入例
　～常磐道千代田PA（下）～

専門店導入例
～東北道蓮田SA（上）～

○運営委託店舗について、運営の効率化を図るため、運営

　者の売上インセンティブを高める契約方式に切替えます。
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新規事業（その１）
新規事業分野を開拓し、事業機会を創造します。

■新たな顧客層を開拓するとともに、社会のニーズを踏まえた新たな事業に取り組んでいきます。

高速道路を始めとする経営資源を活用した
新たなビジネスへの進出を図ります。

高速道路を始めとする経営資源を活用した
新たなビジネスへの進出を図ります。

Ｗｅｂ事業の開始（ドライブ支援サイトの開設）

　○より使いやすい料金検索システム及び多彩な　
　　ＳＡ・ＰＡ情報の提供と、これに連動した宿泊施　
　　設予約サービス及び通信販売事業の展開

会員カードサービスの開始

　○ＥＴＣ機能、クレジット（非接触）機能を備えた提
　　携カードの発行

　○SA・PAでのスマートプラス（ビザタッチ）決済端　
　　末の導入

ＳＡ・ＰＡにおける宿泊特化型ロードサイドホ　
　テルの提供

新たなビジネス機会への挑戦と顧客ニーズ
　の開拓

料金検索 交通情報
SA・PA情報

イベント情報

宿泊施設予約通信販売

バナー広告

【Ｗｅｂ事業（ドライブ支援サイトの開設）】
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新規事業（その２）

■収益性の優れたビジネスモデルを構築し、着実に事業を進めます。

東日本の地域特性、お客様ニーズ、市場動
向等を十分に把握して事業を進めます。

東日本の地域特性、お客様ニーズ、市場動
向等を十分に把握して事業を進めます。

日比谷駐車場における新商品の開発と効　
　率的な経営の実現

　○他事業者との連携等による利用促進

トラックターミナルにおける顧客満足の向上
　と安定経営の実現

　○テナントニーズへの対応促進

積極的な高架下開発の推進

　○駐車場の拡充とコンビニ等新業態の導入

【駐車場事業】

【トラックターミナル事業】

【駐車場事業（新商品）】

【高架下事業】
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SA・PA事業・新規事業の利益

ＳＡ・ＰＡ事業・新規事業（連結）の計数目標

SA・PA事業・新規事業の経常利益（連結）を２０１０年度までに倍増します。SA・PA事業・新規事業の経常利益（連結）を２０１０年度までに倍増します。

２００６年度　
経常利益２３億円

２００６年度　
経常利益２３億円

２０１０年度　
経常利益５５億円

２０１０年度　
経常利益５５億円

（※）店舗売上高は、ＳＡ・ＰＡにおけるレストラン・売店・ガソリンスタンドの売上高です。

【参考】

2006 2007 2008 2009 2010

経常利益（億円） 23 29 42 51 55
総資産経常利益率 2.2% 2.7% 3.9% 4.6% 4.8%

2006 2007 2008 2009 2010

店舗売上高　（億円）　※ 1,203 1,225 1,276 1,293 1,302
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Ⅳ－４．経営基盤の確立に向けた取組み
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経営管理の確立（その１）-目標管理制度の導入

目標管理制度を導入し、各組織が経営目標の実現に向けた民間型のマネジメント活動を行
う仕組みを構築します。

目標管理制度の導入

中期経営計画に掲げた経営目標の達成を目指します

各組織の目標達成努力により会社の業績を高めます

社員がやりがいを実感できる企業風土を育みます

当社の目標管理制度のポイント
　各組織ごとの収入・費用に係る計画と実績の管理を制度の柱とします。
　道路の管理水準を維持・向上させる目標を設定します。
　単位あたりの生産性を測る指標などにより、現場が目指すべき方向性を示
　　します。
　達成度評価は、客観性や納得性を重視します。
　責任と権限を一致させ、各組織の自立と活性化を促します。

■２００６年度下半期から目標管理制度を導入します。
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■２００７年度上半期から新人事制度を段階的に導入します。

能力の発揮、役割の貫徹（実績）などを公正に評価する評価制度を導入します。

評価結果に基づく査定昇給、査定賞与を導入します。

民間会社にふさわしい福利厚生制度の確立を目指します。

社員のやりがいと会社の業績向上の両立

経営管理の確立（その２）-新人事制度の構築

民間会社としてふさわしい新人事制度を構築し、社員のやりがいと会社の業績向上の両立を
目指します。
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経営管理の確立（その３）-組織体制の再編

■現場を重視した効率的な組織体制を構築 ■実効性のある内部統制システムを構築

ＰＤＣＡサイクルを踏まえた啓発活動　
　によるコンプライアンスの徹底。

入札監視体制による審査・分析による
　談合等不正行為の防止。

リスクマネジメントサイクルを確立し、リ
　スク管理体制を強化。

内部統制システムの構築状況に関す
　る内部監査をリスクアプローチにより重
　点実施。

本社
現場
組織

権限・要員

現場組織に権限を委譲するとともに、本　
　社体制をスリム化し、現場重視の経営体
　制を構築します。

管理会計システムによる現場組織単位　
　のコスト管理体制を構築します。

徹底した業務効率化（タスク・ダイエット）
　を実行します。

現場重視の経営を基本とし、効率的な事業運営を可能とする組織体制を構築します。また、
内部統制システムを構築し、実効性のあるガバナンスを確立します。
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グループ経営の確立

■これまで外注していた道路維持管理業務などの本来業務を内部化し、経営の透明性を向上。

■経営理念・ビジョンを共有するグループ一体経営の推進により、企業価値を向上。

　　内部化

連結会計

ＮＥＸＣＯ東日本
グループ

理念・ビジョンの共有

ＮＥＸＣＯ東日本

グループ会社

サービスの向上
品質と効率の両立

グ
ル
ー
プ
企
業
価
値
の
最
大
化

グループ企業価値の最大化に向け、グループ経営を確立します。

１００％出資の
維持管理専門
子会社を１３社
（予定）設立

連結企業情報の開示
外部流出利益の最小化

維持管理
業務

外注先企業 専門子会社

維持管理
業務

ＮＥＸＣＯ
東日本
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ＩＴマネジメントの確立

システムの全社最適化を図り、効率的な事業実施を実現するとともに、運用体制及び基盤
整備の強化を進め、信頼性を向上します。

■ＩＴマネジメント体制の確立

ITマネジメントを確立し、情報システム投資及び　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　運用コストを効率化します。

情報セキュリティを強化します。

■業務支援の強化

業務執行の効率化を目的としたシステムを開発
　します。

■ＩＴ基盤の強化

事業継続性、効率性を追求したインフラを構築し
　ます。
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財務体質の維持・強化

■所要資金の全額自主調達化を図ります。

　　

■資産の有効活用を通じ、資産効率の改善に努めます。

■有利子負債の半減を目指します。

■収益の確保に努め、利益剰余金の倍増を目指します。
　　　

２００６年度　自主調達比率　４３％　⇒　２０１０年度までに１００％

２００５年度末　資産額　４６５２億円　⇒　２０１０年度まで同一水準を保持

２００５年度末　有利子負債額　６２５億円　⇒　２０１０年度までに半減

２００５年度末　利益剰余金　６２億円　⇒　２０１０年度までに倍増

（注）　上記資産には、高速道路機構へ引き渡す仕掛道路資産は含みません。

（注）　上記有利子負債には、高速道路機構に引き受けられる予定の債務を含みません。

資産効率化を図るとともに、適正な財務体質を維持し、経営基盤を確立します。
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中期要員構造（イメージ）
グループ経営の確立にあたり、戦略及び損益を共有する直接出資子会社については、連結
要員管理を実施し、相互に人材の有効活用を推進します。

2010

専門子会社
320人

3,300人

支社
　 700人

本社
　 360人

9,400人

ネクスコ
東日本

連　結
子会社

事務所等
1,390人

（連結要員総数）

支社
　 730人

本社
　 320人

ネクセリア
210人

330人

専門子会社

6，420人

事務所等
1,710人

ネクセリア
210人

※専門子会社とは、維持管理
　業務の内部化により、設立出
　資する子会社です。

2006
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技術開発の推進

「事業の効率化・品質の確保」・「安全・円滑・快適性の向上」・「環境保全」のための技術開発
を推進し、技術力の向上に努めます。

「道路事業の効率化　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（コスト削減・計画保全）」

　《技術開発の重点要素》

　○合理的な設計手法の確立

　○新技術・新工法・新材料の開発

　○品質の向上

　○ライフサイクルコスト(LCC）　など

「周辺環境　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　ならびに地球環境保全」

　《技術開発の重点要素》

　○騒音対策

　○緑化・樹林化

　○動植物の保護

　○建設副産物及び植物発生材のリサイクル　など

沿道緑化

トンネル清掃ロボット

「安全・円滑・快適性の向上」

　《技術開発の重点要素》

　○交通事故対策

　○渋滞対策

　○走行環境の改善

　○耐震補強　など

高機能舗装

■中央研究所や現場のフィールドを利用して、「事業の効率化（コスト削減・計画保全）」・「安全・円滑・快適性
　の向上」・「周辺環境ならびに地球環境保全」のための技術開発を推進します。

技術開発イメージ図
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単位：件

料金関係 交通情報 道路案内 休憩施設 建設状況 その他 計
75,703 24,261 3,791 1,523 802 4,023 110,103
(68.8%) (22.0%) (3.4%) (1.4%) (0.7%) (3.7%)

　　さらに詳しく

通行料金 ETC関係 料金制度
37,849 32,115 5,739
(50.0%) (42.4%) (7.6%)

いただいた「お客様の声」の状況　（Ｈ17.10-Ｈ18.3）

ブランドの確立

「ネクスコ東日本」のブランド確立を図ると共に、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お客様の「期待・共感」につながる広報企画を展開します。

■「会社の顔の見える情報発信」を進めます。

経営トップによる会見やインタービューを積極的に実施します。

各種メディアを活用して、お客様に役立つ情報の発信に努めます。

お客様にお楽しみいただける各種キャンペーンを企画・実施します。

■地域連携を深める情報収集・発信を目指します。

地域有識者懇談会の開催など、地域の皆様との連携を深めてまいります。

地域イベントや現地見学会など、お客様とのふれあいを大切にします。

体験学習コースを創設など、お客様に高速道路をもっと知っていただく場の提供
　に努めます。

新たに「お客様センター」を設立し、お問合せ機能の充実を図ります。

「お客様の声」を大切にし、お客様の喜びにつながる対策を積極的に
　　進めます。

ＳＡ・ＰＡでのイベント

■「お客様センター」を設立し、真摯にお客様の声にお応えします。

ロゴ紹介キャンペーン


